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第７回和光市協働指針策定検討会報告 
日時：平成１９年６月２９日（月）午前１０時から正午 
場所：市役所 4 階 402 会議室 
出席者：【検討会メンバー】藤田・山田・森田・関・待鳥・岸・木田・中村・川嶋 
    【和光市協働推進庁内調整委員会】中蔦委員長・橋本副委員長 
    【政策課】山崎次長・田中副主幹・茂呂統括主査・小塚主事補 
欠席者：大谷 
 
内容：１ 資料についての説明 

◆ 和光市議会６月定例会協働に関する一般質問についての事務局報告と、議会

を傍聴されたメンバーからの感想【資料 3】 
◆ 協働の形態についての資料説明（山田さん）【資料 2】 
◆ ６月２６日開催の座長、副座長打ち合わせ報告と修正案説明【資料 1】 

    ＜修正案に対するメンバー意見＞ 
◇ 協働の形態について 

・ 「協働型委託Ａ・協働型委託Ｂ・アダプト制度」を「委託型協働・協働型

委託・参加型協働」としてはどうか。 

・ 「協働型委託Ａ」を「協働型委託（テーマ型又は提案型）」に「協働型委

託Ｂ」を「協働型委託（地域型）」としてはどうか。 

・ 現在の指針の形態については、現状では分類が不完全な形であるため、【資

料 2】を提案する。 

⇒分類については、かなりの時間をかけてきたが、とにかく大枠を決めて

進めていくことが必要ではないかという結論に至る。 

     ◇ 協働の形態（想定される事例）について 
      ・共催についての表現がアダプト制度と重複していて分かりにくい 
       ⇒「市民団体や地域団体とのイベントの共催」へ変更 
      ・想定される事例が固定的に受け取られる可能性がある。 
       ⇒「等」を加える 
      
   ２ 協働の推進に向けて 

    ◆ 説明文（最初の４行）について 

     ・２行目「市が経費削減の観点のみから市民の協力を得るのではなく」は、経

費削減が前面に出ており違和感がある。協働の目的はよりよいまちづくりな

のではないか。 

      ⇒「新しい公共」【当日説明資料 1】について再確認し、「市が経費削減の観

点のみから市民の協力を得るのではなく」については削除。 

・４つの基本方針と６つの基本原則が混同されやすい。 

      ⇒「４つの基本方針」を「４つの施策の柱」とする。 

 

◆  意識啓発と相互理解の推進について 

① 市職員の意識改革と能力向上 

 ・協働を意識して職務を行うように行政が変わる必要がある。そのため
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に、具体的な協働事業を意識した効果的な研修が必要。 

② 市民の意識啓発 

 ・２行目は個々の市民に協働を押し付けているように感じる。 

 ・まずは市民一人ひとりの意識が大切である。 

 ・「補完性の原理」は重要である。【当日説明資料 2】 

③ 市民と市の相互理解の推進 

 ・１行目「コミュニケーション」は、「信頼関係」ではないか。 

 ⇒「コミュニケーション」を「信頼関係」に修正 

 

    ◆  協働に関する情報の共有について 

① 協働に関する情報公開の推進 

 ・題名に「協働に関する」は必要ないのではないか。⇒削除 

 ・４行目を具体的に⇒検討 

② 協働に関する情報提供の充実 

 ・「情報提供」ではなく、「情報交換の充実」や「新しい仕組みの構築」

ではないか。 

  ⇒検討 

 ・インターネットが中心の内容であることに違和感がある。インターネ

ットを使える人は市民の約半数程度であると思われる。使えない人は

どうするのか。基本は人と人である。情報交流の場をどうするのか。 

         ⇒検討 

 

    ◆  協働システムの構築について 

① 協働についての総合相談窓口の設置 

 ・市は頻繁に担当職員が変わるため、人事異動の度に最初から説明しな

ければならないので困る。行政の専門員を育成してはどうか 

・専門員は行政の職員だけが行うものではない。NPO や民間の人材でも

よいのではないか。 

・協働の環境整備に記載の中間的支援組織は市と市民をつなぐ役割も

あると考える。 

② 協働の推進組織の設置 

 ・「推進組織」ではなく、「推進体制」ではないか。 

  ⇒検討 

 ・ＰＤＣＡサイクルをしっかりとつくることを追加したい。 

  ⇒検討 

③ アダプト制度の充実と協働型委託の推進 

 ・この項目はこの場所にはなじまない。③には、①と②の実施内容を入

れるべきではないか。 

         ⇒検討 

 

    ◆  協働の環境整備について 

       ① 地域の人材活用と中間的支援組織への支援 

・中間「的」支援組織の説明では、団体設立のバックアップ等の機能が
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ない。中間支援組織として、一般的な全ての機能を掲載してはどうか。 

 ⇒検討 

②  協働の核となる拠点と地域拠点の整備 

 ・現在、ＮＰＯ行政連絡調整会議が「市民協働センター設置準備会」を

立ち上げている。 

③ 自立化を促す財政支援の仕組みの整備 

・補助金を打ち切る事が前提であるように感じる。 

・他市で行っている市の予算の 1％事業のような制度や提案制度につい

ても前向きに盛り込んでいきたい。 

         ⇒検討 

※ ４つの施策それぞれに説明を入れた方がよいのではないか。 

  ⇒検討 

 
      ３ 次回の会議  

○ 第８回会議 日時：７月２３日（月）９時３０分から 

場所：市役所３階第 1委員会室 

            内容：協働の推進に向けて 

 

    ○協働指針策定検討会報告会 

           日時：８月１日（水）午後１時３０分から 

           場所：市役所５階５０２会議室 


